
東 用 対 第 ３０ 号

平成２９年１０月２０日

（一社）日本補償コンサルタント協会

東北支部 支部長 殿

東北地区用地対策連絡会

事 務 局 長

（ 公 印 省 略 ）

非木造建物の廃材量の算定について（通知）

標題について、平成２９年１０月１０日付け全国連第１１号により、用地対

策連絡会全国協議会会長から通知があったので、添付のとおり通知します。

また、本申し合わせにより、平成２９年度版補償金算定標準書〔Ⅰ〕を修正

いたしましたので、併せて通知します。

東北地区用地対策連絡会事務局

(東北地方整備局 用地部 用地企画課 調整係)

担当：松島 (内線４７７６)

TEL：０２２－２２５－２１７１（代表）

FAX：０２２－２１３－７４７２



 

全 用 連 第 １ １ 号 

平成 29 年 10 月 10 日 

 

 

各地区用地対策連絡（協議）会会長 様 

 

用地対策連絡会全国協議会会長 

(国土交通省関東地方整備局長) 

 

 

非木造建物の廃材量の算定について 

 

 

 標記につきまして、非木造建物の廃材量の算定方法を、別紙のとおり全国統一（申し合

わせ）する事としたので通知します。 

 

 

添付資料 

 

別紙１ 非木造建物 鉄骨造の廃材量算定について 

別紙２ 「廃材運搬費及び廃材処分費の算定方法について」新旧対照表 

別紙３ 組成別廃材量 算定例 
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非
木
造
建
物

廃
材
量
の
算
定
に
つ
い
て

取
扱
注
意

①
非
木
造
建
物
か
ら
排
出
さ
れ
る
金
属
く
ず
の
廃
材
量
は
、
組
成
率
×
く
体
の
鉄
骨
数
量
（統

計
数
量
に
よ
る
）に

よ
り
算
出
。

②
起
業
地
内
の
基
礎
等
に
撤
去
義
務
を
課
さ
な
い
場
合
は
、
起
業
地
に
係
る
基
礎
の
鉄
筋
数
量

を
統
計
数
量
に
よ
り
算
出
し
、
上
記
で
算
出
さ
れ
る
金
属
く
ず
廃
材
量
か
ら
差
し
引
く
。

③
今
年
度
改
定
さ
れ
た
統
計
数
量
に
よ
り
金
属
く
ず
の
廃
材
量
を
算
定
す
る
と
、
収
残
比
率
に

よ
っ
て
は
廃
材
量
が
マ
イ
ナ
ス
と
な
る
。
（
別
紙
１
）

①
昨
年
度
の
統
計
数
量
と
比
し
て
、
鉄
骨
量
は
1
.0
1
～
1
.4
7
倍
に
対
し
、
基
礎
鉄
筋
数
量
は

2
.5
6
～
3
.2
0
倍
と
な
っ
た
た
め
、
現
状
②
で
差
し
引
か
れ
る
金
属
く
ず
量
が
大
幅
に
増
加
。

②
鉄
骨
造
か
ら
排
出
さ
れ
る
金
属
く
ず
は
、
殆
ど
が
基
礎
の
鉄
筋
か
ら
構
成
さ
れ
る
が
、
現
在
の

廃
材
量
算
定
式
は
、
基
礎
の
統
計
数
量
を
使
用
し
な
い
た
め
、
今
年
度
の
改
定
に
よ
る
統
計
数

量
の
増
を
反
映
さ
せ
る
式
と
し
て
は
適
切
で
な
い
。

■
現

状
■

■
問

題
点

■

用
地
対
策
連
絡
会
全
国
協
議
会

１



非
木
造
建
物

廃
材
量
の
算
定
に
つ
い
て

取
扱
注
意

用
地
対
策
連
絡
会
全
国
協
議
会

今
年
度
の
改
定
に
よ
る
統
計
数
量
の
増
を
反
映
さ
せ
る
た
め
、

非
木
造
建
物
の
う
ち
、
鉄
骨
造
（全

用
途
共
通
）か

ら
排
出
さ
れ
る
金
属
く
ず
の
廃
材
量
の
算

定
に
つ
い
て
は
、
組
成
率
の
検
証
が
な
さ
れ
る
ま
で
の
当
面
の
間
、
以
下
の
式
に
よ
り
算
出

す
る
こ
と
を
標
準
と
す
る
。

｛
基
礎
の
鉄
筋
数
量
（
統
計
数
量
）
＋
く
体
の
鉄
骨
数
量
（
統
計
数
量
）
×
２
０
％

＊
｝
×
３
．
４
５

（
重
量
換
算
値
）

（
別
紙
２
）

・上
式
で
は
、
統
計
数
量
に
含
ま
れ
な
い
金
属
く
ず
が
考
慮
さ
れ
な
い
こ
と
と
な
る
が
、
金
属
く
ず

総
量
か
ら
比
す
る
と
そ
の
量
は
僅
か
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
上
式
に
よ
る
算
出
を
妥
当
と
す
る
。

た
だ
し
、
デ
ッ
キ
プ
レ
ー
ト
等
で
個
別
の
鉄
骨
量
が
把
握
で
き
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
く
体
の

鉄
骨
数
量
に
こ
れ
ら
の
鉄
骨
量
を
加
え
る
こ
と
と
す
る
。

■
算

定
式

の
変

更
■

・
制
定
か
ら
１
０
年
以
上
経
過
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
来
年
度
、
廃
材
組
成
率
の
見
直
し
の
検
討

を
行
い
、
組
成
率
の
改
定
を
予
定
し
て
い
る
。

・よ
っ
て
、
上
式
の
運
用
は
廃
材
組
成
率
の
改
定
ま
で
の
間
の
暫
定
的
な
措
置
と
す
る
。

■
運

用
期

間
■

２

＊
「廃

材
運
搬
費
及
び
廃
材
処
分
費
の
算
定
方
法
に
つ
い
て
」

Ⅱ
．
１
．
備
考
３
．
に
お
い
て
、
「有

価
材
を
除
く
鉄
骨
と
は
、
非
木
造
建
物
を

構
成
す
る
鉄
骨
総
量
の
２
０
％
を
い
う
。
」と

規
程
さ
れ
て
い
る
た
め
。



別
紙
１



別
紙
２


